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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

また、第15期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 1,801,756 2,652,870 3,114,228 

経常利益又は 

経常損失(△) 
（千円） － － △21,083 125,825 △47,066 

中間（当期）純損失

（△）又は当期純利益 
（千円） － － △62,055 57,136 △39,269 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 205,125 120,000 192,625 

発行済株式総数 （株） － － 10,500 7,200 9,000 

純資産額 （千円） － － 359,162 237,288 396,218 

総資産額 （千円） － － 1,524,755 1,373,575 1,732,264 

１株当たり純資産額 （円） － － 34,205.99 32,956.76 44,024.32 

１株当たり中間（当期）

純損失金額（△）又は当

期純利益金額 

（円） － － △6,422.02 7,935.65 △4,945.20 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 23.6 17.3 22.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △54,632 56,099 △99,130 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △55,100 △88,880 △172,596 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △175,841 5,200 402,784 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － － 410,428 564,946 696,002 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

306 

(415) 

230 

(320) 

307 

(416) 



３．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第13期は、新株引受権付社債の発行により新株引受権残

高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。第14期については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。第15期中間会計期間については１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数

は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 当社には介護クラフトユニオンケアサービス分会が組織されており、ゼンセン同盟日本介護クラフトユニオンに

加盟しております。なお、労使関係はきわめて良好であります。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 306（415） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善や雇用の改善等がみられ、景況感は改善・回復の傾向

を示しております。 

 当介護業界においては、要介護認定者の増加基調は継続し、また社会的ニーズに呼応して、市場規模は一層成長

するものと想定される中、既存業者、他の事業からの新規参入により企業活動は活発化し、今後も競争は激化する

ものと思われます。 

 このような環境の中、当社では、特にデイサービス施設の展開におきましては、デイサービスへの多様なニーズ

に対応する認知症デイサービスにいち早く着手し、ドミナントエリアの拡充の一環として認知症デイ施設を専用・

併設合せ４ヶ所を新設出店いたしました。既存店は増収増益を達成し、前期出店の１０店、今期新設の４店も順調

に推移しております。しかしながら今後の介護保険法改正を見据えての、夏場以降の利用者減により当初予測を下

回る結果となりましたが、デイサービス施設の収益構造の再構築に向け、成果の出せる実務に取り組みました。ま

た、将来を考慮した人員体制の強化策として、定期採用・中途採用を積極的に行い、店舗運営の効率化、行政区域

別営業の推進をはかるべくエリア制を導入いたしました。 

 この結果、売上高は1,801百万円、営業損失11百万円、経常損失21百万円となりました。財務体質の健全化のた

め特別損失へ減損損失等27百万円を計上、および過年度法人税等29百万円を計上した結果、中間純損失62百万円と

なりました。 

 なお、当半期報告書は、最初に提出するものでありますので前年同期との対比は行っておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ285百万円減少し410百万円となりまし

た。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当中間会計期間における営業活動の結果、減少した資金は54百万円となりました。 

 これは主に、税引前中間純損失48百万円、売上債権の増加70百万円に対し、減価償却費35百万円、減損損失12百

万円、退職給付引当金の増加10百万円及び仕入債務の増加8百万円等によるものであります。 

  

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当中間会計期間における投資活動の結果、減少した資金は55百万円となりました。 

 これは主に、デイサービス施設取得に伴う有形固定資産の取得54百万円、その他投資の増加による支出15百万円

及び定期預金の払戻による収入14百万円によるものであります。 

  

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当中間会計期間における財務活動の結果、減少した資金は175百万円となりました。 

 これは主に長期借入金の返済178百万円及び株式発行による収入24百万円等によるものであります。 

 なお、当半期報告書は、最初に提出するものでありますので前年同期との対比は行っておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 なお、当半期報告書は最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

 （注）１．介護事業のその他には居宅介護支援等が含まれております。 

２．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

販売高（千円） 
前年同期比 
（％） 

介護事業 

通所介護サービス 938,201 － 

訪問入浴サービス 301,238 － 

訪問介護サービス 88,125 － 

その他 50,924 － 

小計 1,378,490 － 

エンゼルケア事業 423,265 － 

合計 1,801,756 － 

相手先 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

販売高（千円） 割合（％） 

東京都国民健康保険団体連合会 1,169,515 64.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありま

  せん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

 (2) 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。  

 （注）１．建物はすべて賃借物件であります。記載している建物帳簿価額は、主に内装設備の金額であります。なお、

上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は臨時従業員数であり、外数で記載しております。 

        ３．上記のほか、新たにリース契約を締結したデイサービス設備が15,354千円あります。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の名称 設備の内容 面積（㎡）
帳簿価額（千円）  完了年月 従業員数 

（人） 
建物 工具器具備品 合計   

デイサービスセンター 
 要町 
 （東京都豊島区） 

通所介護事業 デイサービス設
備 

264.00 11,654 112 11,766 
平成17年5月 

  
3 

 ( 4) 
デイサービスセンター 
 文京千石 
 （東京都文京区） 

通所介護事業 デイサービス設
備 

261.00 12,392 ― 12,392 
平成17年8月 

  
4 

 ( 3) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 発行済株式には、現物出資分100株が含まれております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 第１回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使（行使者：福原 敏雄） 

発行価格   16,666円  資本組入額 8,333円 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 28,800 

計 28,800 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,500 10,500 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 10,500 10,500 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年７月12日 1,500 10,500 12,500 205,125 12,500 138,075 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

福原 敏雄 東京都大田区山王三丁目37番６号 4,710 44.86 

有限会社 友愛 東京都大田区山王三丁目37番６－311号 600 5.71 

グッドウィル・グループ株式

会社  
東京都港区六本木六丁目10番１号  449 4.28 

第一生命保険相互会社  東京都中央区晴海一丁目８番12号 360 3.43 

東京海上日動火災保険株式会

社  
東京都千代田区丸の内一丁目２番１号  240 2.29 

松下電工株式会社  大阪府門真市大字門真1048  240 2.29 

大 野 ヒトミ  福岡県八幡市八幡軸73－６号  200 1.90 

蔭 山 恭 一  
滋賀県栗太郡栗東町綣二丁目２番 

34－3105号 
183 1.74 

大阪証券金融株式会社  大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号  151 1.44 

日短キャピタルグループ株式

会社 
東京都中央区日本橋本石町三丁目３番14号 81 0.77 

計 － 7,214 68.70 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,500 10,500 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 10,500 － － 

総株主の議決権 － 10,500 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1） 退任役員 

(2) 役職の異動  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 189,000 185,000 180,000 211,000 201,000 194,000 

最低（円） 176,000 150,000 145,000 163,000 178,000 160,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役  営業本部長  木山  孝  平成17年9月30日 

取締役  管理部長  早川 晴雄  平成17年9月30日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

 代表取締役社長 
（営業本部長） 

 代表取締役社長 福原 敏雄  
  

平成17年10月3日 

常務取締役  

 (管理本部長兼IR室長) 

取締役  

(管理本部長兼IR室長)  
岩原  満  平成17年 7月5日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、三優監査法人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
 当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
 注記  
番号 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※２ 410,428     710,526     

２．売掛金   570,022     499,539     

３．たな卸資産   2,680     2,286     

４．その他   83,661     71,707     

貸倒引当金   △8,749     △7,181     

流動資産合計     1,058,044 69.4   1,276,878 73.7 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産 ※１             

１．建物   264,786     268,414     

２．その他   4,995     5,889     

有形固定資産合計   269,782     274,304     

(2）無形固定資産   13,815     14,038     

(3）投資その他の資産               

１．敷金保証金   106,219     98,737     

２．その他   89,384     80,795     

貸倒引当金   △12,489     △12,489     

投資その他の資産合計   183,113     167,043     

固定資産合計     466,711 30.6   455,385 26.3 

資産合計     1,524,755 100.0   1,732,264 100.0 

                

 



    
 当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
 注記  
番号 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金   70,593     61,594     

２．短期借入金   18,000     30,000     

３．一年以内返済予定長期
借入金 

※２ 218,750     306,065     

４．一年以内償還予定社債   20,000     20,000     

５．未払法人税等   38,501     7,261     

６．未払費用   80,484     83,805     

７．賞与引当金   22,545     22,391     

８．その他 ※３ 28,125     51,657     

流動負債合計     497,001 32.6   582,774 33.6 

Ⅱ 固定負債               

１．社債   30,000     40,000     

２．長期借入金   588,050     678,850     

３．退職給付引当金   24,316     13,724     

４．役員退職慰労引当金   21,637     20,696     

５．その他   4,587     －     

固定負債合計     668,591 43.8   753,270 43.5 

負債合計     1,165,592 76.4   1,336,045 77.1 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     205,125 13.5   192,625 11.1 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   138,075     125,575     

資本剰余金合計     138,075 9.1   125,575 7.3 

Ⅲ 利益剰余金               

１．中間（当期）未処分利
益 

  15,962     78,018     

利益剰余金合計     15,962 1.0   78,018 4.5 

資本合計     359,162 23.6   396,218 22.9 

負債・資本合計      1,524,755 100.0   1,732,264 100.0 

                



②【中間損益計算書】 

   
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  1,801,756 100.0 3,114,228 100.0 

Ⅱ 売上原価  1,574,991 87.4 2,688,123 86.3

売上総利益  226,764 12.6 426,104 13.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費  238,369 13.2 428,705 13.8

営業損失（△）  △11,604 △0.6 △2,601 △0.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 957 0.0 8,229 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 10,436 0.6 52,694 1.7

経常損失（△）  △21,083 △1.2 △47,066 △1.5

Ⅵ 特別損失 ※3,4  27,832 1.5 2,458 0.1

税引前中間（当期）純
損失（△） 

 △48,916 △2.7 △49,524 △1.6

法人税、住民税及び事
業税 

 3,138 5,428   

過年度法人税、住民税
及び事業税 

 29,223 －   

法人税等調整額  △19,222 13,139 0.7 △15,682 △10,254 △0.3

中間（当期）純損失
（△） 

 △62,055 △3.4 △39,269 △1.3

前期繰越利益  78,018 117,288 

中間（当期）未処分利
益 

 15,962 78,018 

     



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間（当期）純損失（△）   △48,916 △49,524

減価償却費   35,011 57,964

減損損失    12,915 －

貸倒引当金の増減額   1,567 2,144

賞与引当金の増減額   153 △3,883

退職給付引当金の増減額   10,592 2,898

役員退職慰労引当金の増減額   941 1,700

受取利息及び受取配当金   △23 △24

支払利息   9,568 23,359

新株発行費   726 10,794

売上債権の増減額   △70,483 △76,211

たな卸資産の増減額   △393 △454

その他資産の増減額   △4,895 △12,621

仕入債務の増減額   8,883 20,785

未払消費税等の増減額   △3,934 1,499

その他負債の減少額    6,659 △3,279

その他   223 276

小計   △41,402 △24,575

利息及び配当金の受取額   23 24

利息の支払額   △9,547 △22,543

法人税等の支払額    △6,387 △52,036

法人税等の還付額   2,682 －

営業活動によるキャッシュ・フロー   △54,632 △99,130

 



    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出   － △6,017

定期預金の払戻による収入   14,523 6,014

有形固定資産の取得による支出   △54,613 △113,700

無形固定資産の取得による支出   △150 △9,052

その他投資の増加による支出   △15,795 △63,064

その他投資の減少による収入   935 13,222

投資活動によるキャッシュ・フロー   △55,100 △172,596

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入   30,000 120,000

短期借入金の返済による支出   △42,000 △154,500

長期借入れによる収入   － 720,000

長期借入金の返済による支出   △178,115 △445,121

社債の償還による支出   △10,000 △25,000

株式の発行による収入   24,273 187,405

財務活動によるキャッシュ・フロー   △175,841 402,784

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △285,574 131,056

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   696,002 564,946

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  410,428 696,002



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  

 (2）たな卸資産 

原材料 

先入先出法による原価法 

(2）たな卸資産 

原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

主な資産の耐用年数  

建    物 10～15年  

工具器具備品 ４～８年  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

  

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

中間会計期間末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認められる額

を計上しております。 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

 （会計方針の変更） 

 従来、退職給付債務の計算方法につ

いては簡便法を採用しておりました

が、当中間会計期間より原則法に変更

しております。 

 この変更は、従業員数の増加を踏ま

えて、退職給付債務算定の精度を高

め、退職給付費用の期間帰属を適正に

処理するとともに、財務内容の一層の

健全化を図るため、原則法に変更した

ものであります。 

 この変更に伴い、従来と同一の方法

によった場合に比べ、売上原価が1,133

千円増加し、販売費及び一般管理費が

58千円減少し、当中間会計期間の期首

における簡便法による退職給付債務額

と原則法による退職給付債務額との差

額を特別損失に9,964千円計上している

ため、営業損失及び経常損失がそれぞ

れ1,075千円増加し、税引前中間純損失

が11,040千円増加しております。  

  

  

  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく中間

期末要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法  (1）ヘッジ会計の方法  

 金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。  

  

(1）ヘッジ会計の方法  

同左  

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）ヘッジ方針 

 借入金の変動金利を回避する目的で

金利スワップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。 

  

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについて特例処理の要

件を満たしておりますので、有効性の

評価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

 なお、資産に係る控除対象外消費税等

は、発生事業年度の期間費用として処理

しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより、税引前中間純損失が12,915千円増加

しております。  

 なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務

諸表等規則に基づき減損処理を行った各資産の金額から

直接控除しております。  

         ─────── 

  



（追加情報） 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────────── 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されることに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。  

 この結果、販売費及び一般管理費が8,466千円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前当期純損失が同額増加し

ております。  

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

162,680千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

137,868千円 

※２．       ────── 

  

※２．担保資産及び担保付債務 

担保提供資産 

   預金 8,508千円

  上記に対応する債務 

   一年以内返済予定長期借入金 65千円

※３．消費税等の会計処理 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※３．       ────── 

  



（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．       ────── ※１．営業外収益の主要項目 

   

   

受取保険金 2,706千円

債務整理益 2,550千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 8,819千円

社債利息 748千円

   

支払利息 21,504千円

社債利息 1,854千円

新株発行費 10,794千円

上場関連費用 18,539千円

※３．特別損失の主要項目 ※３．       ────── 

減損損失 12,915千円

退職給付債務移行時差異 9,964千円

   

   

※４．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しました。  

 当社は、資産のグルーピングを事業所毎に行って

おります。投下資本回収力が当初予定より低下し、

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである

２事業所については、当該資産グループの帳簿価額

を全額減損し、当該減少額を減損損失（12,915千

円）として特別損失に計上しております。その内訳

は、建物5,369千円、リース資産7,024千円、その他

521千円であります。  

用途・場所  種類 金額 

デイサービスセ

ンター大森（東

京都品川区）他

１事業所  

建物、リー

ス資産等  
12,915千円  

※４．       ────── 

５．減価償却実施額  

有形固定資産  25,782千円 

無形固定資産  1,628千円 

５．減価償却実施額   

有形固定資産  45,238千円 

無形固定資産   2,705千円 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金 410,428千円

現金及び現金同等物 410,428千円

現金及び預金 710,526千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,015千円

担保に供している定期預金 △8,508千円

現金及び現金同等物 696,002千円



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

減損損失累

計額相当額 

（千円）  

中間期末残

高相当額 

（千円） 

有形固

定資産

（その

他） 

294,773 119,839 7,024 167,909 

無形固

定資産  
4,915 819 - 4,095 

合計 299,688 120,659 7,024 172,005 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資
産（その
他） 

317,008 148,660 168,348

無形固定資
産  

4,915 327 4,587

合計 321,923 148,988 172,935

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 58,416千円

１年超 126,664千円

合計 185,080千円

リース資産減損勘定の残高 7,024千円

１年内 52,890千円

１年超 124,265千円

合計 177,156千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 32,739千円

リース資産減損勘定の取崩額  －千円

減価償却費相当額 30,040千円

支払利息相当額 2,738千円

減損損失  7,024千円

支払リース料 58,569千円

減価償却費相当額 53,208千円

支払利息相当額 5,348千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容  

前事業年度末（平成17年３月31日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容  

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間末（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、すべてヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象

から除いております。 

前事業年度末（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、すべてヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象

から除いております。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円）  

その他有価証券  

非上場株式  

  

2,000 

  貸借対照表計上額（千円）  

その他有価証券  

非上場株式  

  

2,000 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 34,205.99円 

１株当たり中間純損失 6,422.02円 

１株当たり純資産額 44,024.32円 

１株当たり当期純損失 4,945.20円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

  
当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純損失（△）（千円） 

  
△62,055 △39,269 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（△）（千円） 
△62,055 △39,269 

普通株式の期中平均株式数（株） 9,663 7,941 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

－  第１回新株引受権付社債（新株

引受権の残高25,000千円）。 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書  事業年度  自 平成16年４月１日  平成17年６月29日  

及びその添付書類  （第14期）  至 平成17年３月31日  関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月15日 

株式会社ケアサービス 
    取締役会 御中 

 

      

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士  杉 田  純  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 久 保 幸 年 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケアサービスの平成17年４月1日から平成18年３月31日までの第15期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ケアサービスの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 追記情報  

 （１）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３（３）に記載されているとおり、会社は退職給付債務の計算

方法について簡便法から原則法に変更した。 

 （２）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                以 上 

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が 

    別途保管しております。 
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